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地方移転に関する動向調査概要

¸ 実施期間：令和３年１月18日～２月５日

¸ 回答方法：WEB、郵送

¸ 調査対象：

Å東京圏に拠点を持つ企業（3,443 社）

Å東京圏を除く管内基礎自治体（275 市町村）

※東京圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
東京圏を除く管内とは、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、長野県、山梨県、静岡県。

¸ 有効回答数：

Å企業 680 社

Å基礎自治体 企業誘致171 市町村、移住促進169 市町村

¸ 調査内容：

Å企業
移転・分散の検討・実施状況、選定・意思決定要因、課題、支援ニーズ、テレワー
ク、兼業・副業状況等

Å基礎自治体（企業誘致、移住促進）
現状施策内容、過去の傾向・事例、今後の方向性・目標、自治体間連携等



１．調査概要

２．企業へのアンケート結果

３．基礎自治体へのアンケート結果

（企業誘致）

４．基礎自治体へのアンケート結果

（移住促進）
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回答企業の属性

¸ 東京圏※に拠点を持つ企業680 社が回答。

従業員数 資本金 業種

1.5%

28.8
%

30.4
%

17.5
%

12.4
%

9.4% 300 人より大きい

300 人以下

100 人以下

50人以下

20人以下

50人以下

68.4
%

18.2
%

3.8%

9.6% 3億円より大きい

3億円以下

1億円以下

5000 万円以下

24.1
%

20.3
%

11.9
%

10.7
%

6.3%

5.9%

20.7
%

卸売業、小売業

製造業

建設業

サービス業（他に分
類されないもの）

運輸業、郵便業

情報通信業

その他

※東京圏とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。
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拠点の移転検討状況

¸ 有効回答680 社のうち、18.4% （125 社)が対応済であり、7.8 ％（53社）が移転・
分散検討中または検討の必要性を認識。

Q1.過去に自社の拠点・機能の東京圏以外への移転・分散を検討したことがあるか（n=680、単一回答）

過去に検討し、実際に移

転・分散した, 18.4%

過去に検討または現在検討中

だが、移転・分散は未実施, 

3.2%

2021年に具体的に検討

を開始する予定である, 

0.3%

今後具体的に検討する必

要性があると認識している, 

4.3%過去移転・分散を検討したことはな

く、今後も検討の予定はない, 

69.7%

未回答など, 4.1%
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移転検討の背景となる要因

¸ 回答者が最も重視した移転検討のきかっけは、ビジネス面（営業面、コストダウン、ビジ
ネス効率化での必要性）における要因の割合が高い。

Q2.自社の拠点・機能の移転・分散を検討・実施したことがある場合、検討の背景・経緯となったものは何か。
今後仮に検討する場合、その背景・経緯となり得るものは何か（n=680、複数回答）1)

1)「移転・分散を検討したことはない」の回答は除く

ビジネス効率化の必要性

新型コロナウイルス感染症感染
拡大による感染リスク低減の必要性

営業面での必要性

福利厚生拡充の必要性

コストダウンの必要性

災害発生リスクの懸念

安定した採用、人材確保と安定化の必要性

テレワーク導入による拠点縮小、複数拠点化など

顧客・取引先からのBCP観点での提案・働きかけ

その他

自治体や国からの提案・働きかけ

外部機関へのアクセス確保の必要性 1.6%

16.9%

14.9%

14.0%

10.9%

6.5%

4.7%

4.1%

3.4%

3.1%

2.2%

1.9%
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移転の実施・検討状況

¸ 移転機能については、営業・サービス拠点の他、従業員規模が小さい企業では本社管
理機能の移転可能性も高い傾向が見られた。

Q3.拠点・機能別の移転・分散の実施または検討の有無（n=680、実施済み・検討中の回答合計、複数回答）

13.0%

16.5%

13.3%

14.3%

4.3%

8.3%

8.5%

10.0%

15.6%

6.4%

6.6%

5.5%

0.9%

100 名以下(n=532) 101 名以上(n=148 ）

6.8%

13.5%

10.8%

8.8%

6.1%

8.8%

8.8%

5.4%

14.9%

4.1%

4.1%

2.7%

1.4%

14.1%

研究開発機能

経営管理機能

本社管理機能

情報システム機能

製造機能

物流・倉庫機能

情報管理機能

11.9%

ソフトウェア開発機能

6.0%

営業・サービス提供機能

付帯サービス機能

店舗機能

処理機能

その他

14.3%

12.5%

8.4%

8.5%

9.7%

6.2%

15.4%

5.1%

4.0%

1.0%



8

移転に伴い転居する人数

¸ 社員の転居を伴わない移転が最も多く、転居を伴う場合も少人数のものが多い。

Q4.自社の拠点・機能の移転・分散を行った場合、検討している場合または仮に今後検討する場合、移転に伴い転居（移住）する
社員数はどの程度か（n=680、単一回答）1)

14.1%

6.2%

2.9%

2.4%

0.6%

1.9%

1.8%

36.8%

16～20人程度

1～5人程度

6～10人程度

26～30人程度

21人～25人程度

11人～15人程度

31人以上

社員の転居は行っていない・社員の転居は想定していない

1) 「わからない」の回答は除く
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移転（候補）先

¸ アンケート回答企業で最も移転可能性が高かったのは、福島県。管内では、長野県、
茨城県、栃木県、千葉県と続く。

Q5.自社の拠点・機能の移転・分散先、または今後移転・分散
を検討する場合の最も可能性の高い候補地はどこか
（n=157、単一回答）1)2)

13件

11件

9件

9件

9件

8件

7件

7件

6件

6件

5件

5件

5件

5件

5件

5件

4件

4件

4件

北海道

長野県

福島県

大阪府

茨城県

沖縄県

千葉県

愛知県

栃木県

福岡県

山梨県

東京都

神奈川県

新潟県

埼玉県

山形県

富山県

兵庫県

鹿児島県

1)回答数が3件以下の都道府県は除く、回答数が3件となった都道府県は広島県、群馬県、静岡県、回答数が2件となった都道府県は宮城県、岡山県、京都府、岩手県、熊本県、
秋田県、回答数が1件となった都道府県は神奈川、大分県、滋賀県、徳島県、長崎県、三重県、和歌山県、香川県、岐阜県

2)n 数は回答があった回答数。市町村で記載されたものは所在する都道府県で集計

Q5.（左記続き）それ以外に移転・分散の候補となった主な
地域はどこか（n=31、複数回答）1)2)

7件

6件

5件

5件

5件

4件

3件

2件

2件

2件

2件

2件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

1件

1件兵庫県

大阪府

宮城県

京都府

福岡県

茨城県

宮崎県

沖縄県

千葉県

富山県

愛知県

埼玉県

岩手県

神奈川県

長野県

北海道

岡山県

山形県

青森県

新潟県

栃木県

大分県



情報の取得先

¸ 企業の情報収集先は、自治体（市町村、県）、金融機関が多い。

Q6.自社の拠点・機能の移転・分散を検討する際に、必要となる情報を取得する先（相談先）として、有効な情報源はどこか
(n=178、複数回答）1)

1) 移転・分散未実施企業は除く

32.0%

28.1%

23.6%

22.5%

21.3%

20.8%

19.7%

12.9%

11.8%

9.6%

5.1%

3.9%

3.9%

2.2%

移転候補先の市町村(市役所等)

移転候補先の道府県(県庁等)

金融機関

取引先

不動産会社

自社・グループ企業の現地拠点

顧客

同業他社

未定、わからない

国の機関(省庁等)

既に移転を行った他の会社

建設会社

その他

所属する業界団体
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移転候補地の選定条件

¸ 移転候補地の選定に際しては、コストメリット、営業メリット、交通利便性、自然災害発
生リスクの低さなどが大きな条件となる。

Q7.自社の拠点の移転・分散を検討、または今後仮に今後検討する際に、具体的な候補地を選定する際の条件は何か
(n=680、複数回答）

用地・物件等の取得容易性

11.3%

コストメリット

営業面でのメリット

社員の労働環境向上、生活環境改善

外部機関へのアクセス向上

交通利便性

移転に関わる行政のワンストップサービスの有無

自然災害発生・被災リスクの低さ

その他

雇用メリット

通信インフラ(高速通信)環境の整備

東京圏との同時被災のリスク回避

3.4%

効率的かつ安定した物流の確保

政府や地方自治体の補助、政策有無

既に進出している他企業からの評判

人口、都市の規模

企業としての歴史的背景、土地勘、地縁(出身地)など

自治体や国からの提案・働きかけ

優秀な人材獲得につながる質の高い教育機関の存在

企業間交流によるビジネス機会創出

再生可能エネルギーの導入可能性

40.6%

2.5%

37.2%

37.1%

30.7%

24.6%

24.1%

3.1%

18.4%

17.9%

16.3%

12.1%

15.9%

8.8%

4.0%

7.2%

6.3%

5.1%

2.9%
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活用した公的支援策

¸ 過去に拠点を移転した企業が活用した公的支援策は、補助金や税制優遇が多い。

1)「公的支援策は活用していない」の回答は除く

2)n 数は回答があった企業

移転先の情報提供・物件紹介

税制優遇

補助金

7.8%

2.1%

低利融資制度 4.1%

その他

10.1%

4.1%

Q8.過去に自社の拠点・機能の移転・分散を行った際に、活用
した公的支援策は何か。または移転・分散を仮に今後検討
する場合、活用する可能性が高い公的支援策は何か
(n=680、複数回答）1)

Q9.過去に自社の拠点・機能の移転・分散を行った際に、
活用した公的支援策で、改善した方が良いと感じた支援
策があれば、改善点は何か（n=5）2)

°広報をもっと積極的にやってほしい

°雇用助成、資産税減免（償却資産）
の助成対象の拡充と助成期間を現3年
から5年に延長してほしい

補助金

活用した施策 改善点

税制優遇

°対象が「製造に関する部分」のみでは減
免額は限定的で算定が煩雑、いくらにな
るのか分かり難い
（固定資産税の減免）
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移転後の効果

¸ 移転・分散後実際に得られた効果は、コスト削減と営業効率向上の回答割合が大き
い。

1)「わからない」の回答は除く

Q10.自社の拠点の移転・分散を実施済みの場合、具体的にどのような効果があったか。または移転・分散予定や仮に今後検討する
場合にどのような効果を重視するか（n=680、複数回答）1)

地方移転による広告・PR/マーケティング効果

雇用メリット

7.2%

コスト削減

営業効率向上

自然災害等のリスクに対するBCPの強化

社員の労働環境向上、生活環境改善

人口、都市の規模によるメリット

2.4%

地元教育機関などからの優秀な人材獲得

物流効率向上

交通利便性向上

用地・物件等の取得が容易だったこと

政府や地方自治体の補助、政策活用

1.5%

企業間交流によるビジネス機会の創出

外部機関へのアクセス向上

行政のワンストップサービスによるコスト・時間の低減2.2%

6.3%

再生可能エネルギーの導入

その他

14.6%

23.7%

15.1%

23.2%

15.4%

14.9%

11.2%

6.6%

2.6%

2.6%

2.1%

1.6%
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移転後に望む自治体のサービス

¸ 企業が自治体に対して移転後に期待するサポートとして、補助金・税制優遇以外に、
人材採用面でのサポートや地元企業等との交流を望む割合が高い。

8.4%

移転先の地元企業や地元関係機関、
経営者等との交流、ビジネス機会の創出

移転後の維持費用に対する補助金、税制優遇

移住者と移転先住民、移住者同士の
コミュニティの形成支援

住居、教育機関、保育施設の紹介等、
移住者および家族に対するサポート

自治体への届出・手続き、住民対応、
その他の庶務など

21.3%
移転先での採用に関する積極的な

求人や人材の紹介活動サポート

16.6%

移転先での企業活動・ビジネス・
地域活性化貢献などに関する広報機能

その他

35.9%

5.0%

14.4%

14.6%

16.2%

Q11.自社の拠点・機能の移転・分散を実施済みの場合、移転・分散
後に地域行政に望むサービスやサポートは何か。または仮に今後
検討する場合に、移転後に期待するサービスは何か
（n=680、複数回答）

Q11.拠点・機能移転後に実際に地域行政から提供された
サービスやサポートは何か（n=680、複数回答）

4.7%

3.1%

0.7%

3.1%

0.4%

1.8%

3.2%

1.6%
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移転検討の阻害要因

¸ 移転検討の阻害要因としては、既存のビジネスへの影響(顧客・取引先への影響など)
が最も大きい。

Q12.自社の拠点・機能の移転・分散の検討を行ったが、移転・分散が困難と判断した場合、その要因は何か。また、過去に自社の
拠点・機能の移転・分散を検討したことが無い場合、検討しなかった背景は何か (n=680、複数回答）

15.6%

交通利便性が著しく悪化する可能性があった

1.6%

19.9%ビジネスへの影響

移住を希望する社員が少なかった

災害発生リスクやBCPに影響しない

移転・分散が困難と判断したことはない

企業としての歴史的背景・経営陣や株主の意向など

建物、設備などの規模が大きい

ビジネス効率性の悪化

財務的余裕がない

1.9%

社員の移住や移転の規模が大い

その他

雇用面でのメリットが期待できなかった

既に機能や部署を地方に保有している

社員の福利厚生が向上しないと想定された

外部機関へのアクセスの悪化

必要な体制が構築出来ない

0.9%

成功事例やメリットについての情報が得られなかった

通信環境(通信速度等)に不安がある

移転先の候補地選定に関して、比較情報がなかった

補助金や融資が受けられなかった

5.6%

行政サポートの情報不足

5.7%

11.2%

4.4%

8.5%

7.8%

7.8%

7.2%

6.0%

5.9%

5.7%

2.8%

3.1%

2.9%

1.5%

0.7%
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公的支援への期待

¸ 移転検討に係る公的支援の期待として、金銭的な支援（補助金、税制優遇等）の
他に、情報提供や人材確保に関する支援を求める企業も多い。

物件の紹介及び見える化

移転に係る費用に対する低利融資制度

41.5%

移転時の初期費用に対する補助金、税制優遇

23.1%

移転先候補地に関する情報提供

移住者に対する補助金

その他

移転後の維持費用に対する補助金、税制優遇

22.4%

新規雇用の広報や人材の紹介

移転先の地元企業や地元関係機関、
経営者等との交流、ビジネス機会の創出

19.1%

移住者と移転先住民、移住者同士の
コミュニティの形成支援

国・自治体等の支援策がワンストップで
検索可能な情報提供の仕組み

25.4%

44.9%

26.6%

13.8%

7.8%

12.6%

4.9%

Q13.今後自社の拠点・機能の移転・分散の検討にあたり、どのような公的
支援策があれば検討が容易になるか (n=680、複数回答）

3.7%

9.9%

4.1%

16.0%

1.5%

1.9%

2.6%

2.1%

0.1%

0.9%

1.8%

Q13.（左記について）最も重視する公的支援
は何か(n=680、単一回答）
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テレワーク、兼業・副業の実施状況

¸ テレワークを現状の規模で継続または拡大予定の企業は、約４割。

¸ 兼業・副業を容認している企業は、約2割。

32.9%
現状テレワークを導入・実施しており、

今後も現状の規模で継続予定

現状テレワークは導入していないが、
今後実施する予定

現状テレワークを導入・実施しており、
今後はさらに拡大の予定

現状テレワークを導入・実施しているが、
今後は縮小・従来の働き方(オフィスワーク)に戻す予定

未回答など

現状テレワークは導入しておらず、
今後も導入の予定はない

6.0%

11.3%

5.7%

33.7%

10.3%

Q14.現在、貴社におけるテレワークの推進はどのような状況か。
また今後の推進予定はどのように計画しているか
（n=680、単一回答）

18.7%

0.7%

32.8%

34.0%

13.8%未回答など

Q15.現在、貴社における地域振興やオープンイノベーションなど
を目的とした地方での兼業・副業を社員が行うことについ
て、どのような制度を取っているか (n=680、単一回答）

テレワーク実施

テレワーク未実施

兼業・副業容認

兼業・副業非容認

届出・許可制の下で基本的に兼業・副業を推進している

届出・許可制の下で基本的に兼業・副業を容認している

兼業・副業は認めていない・禁止している

兼業・副業に関する規程はない



１．調査概要

２．企業へのアンケート結果

３．基礎自治体へのアンケート結果

（企業誘致）

４．基礎自治体へのアンケート結果

（移住促進）

18
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回答基礎自治体の分布

¸ 東京圏を除く管内※において、171 の基礎自治体が回答。

町

93
(54.4% )

村

54
(31.6% )

市

24
(14.0% )

171

自治体規模の分布 自治体の所在県の分布

長野

14
(8.2% )

44
(25.7% )

22
(12.9% )

30
(17.5% )

栃木

25
(14.6% )

21
(12.3% )

15
(8.8% )

茨城

静岡

群馬

新潟

山梨

171

※東京圏を除く管内とは、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、長野県、山梨県、静岡県。
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自治体が実施している企業誘致策

¸ 補助金や税制優遇など金銭的な支援を行う自治体が多いが、一方で、人材面での支
援を行う自治体は少ない。

70.8%

48.5%

16.4%

21.6%

19.9%

9.9%

18.7%

4.1%

16.4%

用地取得、土地の提供

施設等の貸与、物件紹介

税制優遇による支援

補助金による支援

低利融資等による支援

人材獲得支援

地元関係機関等との
交流機会の提供

その他

特になし

Q1.貴自治体において、企業誘致（本社機能1)、その他2)の移転、サテライト
オフィス誘致（拠点分散化等）に係る支援策は何か
（n=171、複数回答）

税制・補助

場所

人材

ビジネス機会

その他

Q1.（左記について）特に効果が高い施策は何か
（n=171、単一回答)

56.7%

12.3%

1.2%

4.1%

1.8%

1.2%

12.3%

0.0%

0.0%

1) 本社機能とは、全社的な業務を行う事務
所、研究開発において重要な役割を担う
研究所、人材育成において重要な役割
を担う研修所

2)その他とは営業、製造、物流機能など、
本社機能以外
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特に効果の大きい施策

¸ 特に有効な企業誘致策は、用地取得費用の一定割合補助や移転後の固定資産相
当額に対する補助と回答する自治体が多い。

補助金・
税制優遇

Q1施策名 施策名 施策例

°投下固定資産額の約0.5~5% を補助

用地取得費用に対する補助

設備投資に対する補助

投下固定資産額に対する補助

°用地取得費用の約10~40% を補助

°設備投資額の一定割合を補助

°建物の固定資産相当額を約3~5 年間補助・税制
優遇

回答件数

7件

24件

4件

39件

Q2.特に効果が大きい施策の内容（n=122）1)

移転時
費用への
補助金

移転後
の税金
相当額
に対する
補助金

固定資産相当額に対する補助

都市計画税相当額に対する補
助

河川占有料相当額に対する補
助

°都市計画税相当額を約3年補助

°河川占用に必要な経費を一定年数補助

その他

従業員雇用補助

サテライトオフィス設置補助

物件紹介 サテライトオフィス貸し出し

6件

2件

22件

22件

2件

°従業員一人当たり約20~50 万円支給

°サテライトオフィスに必要な経費を一定年数補助

°自治体がサテライトオフィスを整備して一定期間貸与

1)n 数は回答自治体数。回答内容から施策が読み取れない回答は分析から除く



企業移転後の支援

¸ 企業移転後の支援として、補助金・税制優遇による支援を実施している自治体は多い
が、ビジネス機会の創出や人材面の支援を行っている自治体は少ない。

Q3.企業移転後、移転した企業に対してどのようなサポートを行っているか（n=171、複数回答）

税制・補助

ビジネス機会

人材

その他

42.1%

9.9%

14.6%

6.4%

3.5%

11.7%

32.2%

移転先での企業活動・ビジネス・
地域活性化貢献などに関する広報機能

移転後の維持費用に対する補助金、税制優遇

移転先での新規雇用に対する
積極的な広報や人材の紹介

移住者と移転先住民、
移住者同士のコミュニティの形成支援

移転先の地元企業や地元関係機関、
経営者等との交流、ビジネス機会の創出

その他

特に実施していない

22
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ビジネス機会の創出に関する具体的な取組内容

¸ ビジネス交流機会は地元企業との交流に加えて、業界団体や産学官連携機関などと
実施する自治体も多い。

Q4.Q3の「移転先の地元企業や地元関係機関、経営者等との交流、ビジネス機会の創出」の具体的な取り組み内容(n=24)1)

交流先 ビジネス創出機会例

°自治体が移転企業と類似の企業を紹介し、移転後発生する課題の相
談相手を実施

°移転企業と現地企業の提携（共同研究開発等）を支援

°自治体、業界団体、移転企業が共同で全国の展示会に出展し、販路
開拓を実施

°市内外の視察研修をし、移転企業と業界団体の情報交換を実施

回答件数

4件

°自治体内のビジネスマッチングを目的とした交流会に、金融機関を招待
し、ビジネス創出を後押し

°県などの自治体が定めた次世代産業の創出のために、産学官連携機関
を通じて研究機関と移転企業の共同研究等を後押し

°研究機関から移転企業へ技術者の派遣を仲介

°工業団地企業間で補助金等の情報交換、地元住民との交流を促進

°工業団地の課題を把握し、自治体への提言を依頼

地元企業

業界団体

金融機関

産学官連携機関

（工業団地等の）管理組合

4件

4件

4件

1件

1)n 数は回答自治体数。回答内容からビジネス創出機会が読み取れない回答は分析から除く
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業種別の誘致実績

¸ 移転業種は製造業が最も多く、次いで、情報通信業が多い。

Q5.これまでの企業誘致活動により、2018年4月以降に移転してきた企業の業種は何か。また件数は何件か
（n=171、複数回答）

129 件

48件

22件

19件

19件

11件

11件

8件

7件

5件

1件

宿泊業、飲食サービス業

0件

サービス業(他に分類されないもの)

製造業

情報通信業

学術研究、専門・技術サービス業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

その他

建設業

生活関連サービス業、娯楽業

不動産業、物品賃貸業

金融業、保険業

教育、学習支援業

複合サービス業

0件

0件
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直近における移転事例及び新たなビジネス創出に至った事例

¸ 製造業は背景として、生産体制整備やBCP対応が挙げられたほか、情報通信業ではサ
テライトオフィスの設置などが挙げられた。

Q6(1).直近における移転事例を記載（n=67）1)

製造業

情報
通信業

その他

海外工場の国内
回帰に伴う生産
体制整理

業種 移転内容 移転事例

BCP対策

電気代の抑制

東日本エリアへの
販売強化

サテライトオフィス
設置

再エネ発電への
進出

°自動車関連企業が海外の工場を
縮小、当市と至近の工場と一体と
なる生産体制を整備（3件）

°太陽光発電事業への参入にあたり、
拠点を開設（1件）

°当市の物件と賃貸契約を行いサテラ
イトオフィスを開設し、当市の人材を
採用して一部業務を実施（8件）

°材料リサイクル事業者が大量の電気
代を抑制するため電気料金の補助
が受けられる当市へ移転（1件）

°BCPの観点で複数拠点化を進めて
いる企業が災害が少ない当市に拠
点を分散（3件）

°大阪エリアを中心に活動していた企
業が東日本への販売を強化するため
に東京へのアクセスが良い当市に拠
点を新設（1件）

Q6(2).過去の移転事例の中で、誘致企業間連携や誘致企業
と地域企業連携により、新たなビジネス創出に至った事
例（n=6）1)

°新潟市でスタートアップ拠点を開設した企業と誘
致企業が連携し、先輩実業家のノウハウ等を活
かした若手実業家の創出

°サテライトオフィス企業と地元企業が連携し、ワー
ケーション推進に取り組んだ結果、ワーケーション
合宿の実施と参加企業同士の関係人口創出プ
ロジェクト発足

スタートアップ/
サテライトオフィス
拠点開設

機会種類 機会内容

製品の共同販売
°東京の研究拠点を市内に移転し、当施設で研

究開発された製品を使用し、市内の異なる業種
の企業が自社製品として販売

電力の共同調達 °誘致企業間連携による特別高圧電力の共同
受電

1)n 数は回答自治体数、回答内容から移転状況が読み取れない回答は分析から除く
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誘致に力を入れている業種

¸ 誘致に力を入れている業種は製造業が最も多く、情報通信業にも一定の比重が置かれ
ている。

Q7.企業誘致において特に力を入れている業種・産業は何か（n=171、複数回答）

57.3%

30.4%

28.7%

19.9%

12.9%

12.3%

8.8%

4.1%

2.9%

1.8%

1.2%

1.2%

1.2%

0.6%

卸売業、小売業

情報通信業

製造業

宿泊業、飲食サービス業

特に無し

サービス業(他に分類されないもの)

運輸業、郵便業

学術研究、専門・技術サービス業

教育、学習支援業

建設業

不動産業、物品賃貸業

生活関連サービス業、娯楽業

金融業、保険業

複合サービス業
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新型コロナウィルスの影響

¸ 新型コロナウイルスが企業誘致にマイナスの影響を与えていると回答した自治体は全体
の約3割で、プラスの影響を与えていると回答した自治体を大きく上回った。

Q8.企業誘致にあたり、新型コロナウイルス感染症の影響はあったか（n=171、単一回答）

0.6%

2.9%

5.8%

25.1%

28.7%

26.3%

10.5%

わからない

大きくプラスの影響あり（相談件数が大幅に増加）

未回答など

プラスの影響あり（相談件数が増加）

特に影響なし

大きくマイナスの影響あり（相談件数が大幅に減少）

マイナスの影響あり（相談件数が減少）
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相談件数の推移

¸ 相談件数は、2019 年度は増加したものの、2020 年度は大きく減少しており、新型コロ
ナウイルスの影響が推定される。

Q9.2018年度から2020年度における企業誘致に係る相談件数は何件か（n=171）

2,905 件

3,133 件

1,835 件

2018 年度 2019 年度 2020 年度（12月まで）

2020年4月から12月ま
での実績値のペースを維
持した場合、2020年度
は2,447件となる見込み



29

企業誘致に係る予算規模の推移

¸ 2021 年度の企業誘致に係る予算額は、増加見込みが減少見込みを上回っている。

Q10.2021年度の企業誘致施策に係る予算規模（2020年度比）はどのように変化する予定か（n=171、単一回答）

18.1%

47.4%

14.6%

19.9%

2020 年度と同規
模の見込み

増加見込み 減少見込み 未回答など
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移転候補地の決定要因

¸ 自治体において企業が重視していると考えるものは、交通利便性、自然災害発生・被
災リスクの低さの地理的要因が最も多い。

Q11. 企業が移転・分散の候補地の決定において重視するものは何だと思うか（n=171、複数回答）

78.9%

60.8%

60.2%

50.3%

47.4%

46.2%

41.5%

34.5%

32.2%

30.4%

29.8%

19.3%

16.4%

12.3%

12.3%

10.5%

9.9%

9.4%

9.4%

6.4%

6.4%

3.5%

1.8%

1.2%

効率的かつ安定した物流の確保(主要道路、港湾、空港等の活用可能性)

外部機関へのアクセス向上(官公庁・自治体、大学・研究機関等)

自然災害発生・被災リスクの低さ(地震、津波、台風及びインフラ整備状況等)

政府や地方自治体の補助、政策有無(補助金・助成金、税制優遇、低金利融資等)

物流インフラの整備状況・今後の整備予定(主要道路、港湾、空港等)

優秀な人材獲得につながる質の高い教育機関の存在

交通利便性(東京都心へのアクセス、都市圏の都心部へのアクセス、都市間移動の容易さ)

用地・物件等の取得容易性

既に進出している他企業からの評判

コストメリット(賃料・土地の安さ、人件費の安さ)

雇用メリット(安定した採用人数の確保、離職率の低減)

通信インフラ(高速通信)環境の整備

営業面でのメリット(個人顧客・市場との近接性、法人顧客・取引先等の集積)

自然環境、生活・居住環境の良さ

東京圏との同時被災のリスク回避の低さ

再生可能エネルギーや自立・分散型エネルギーの導入可能性

人口、都市の規模(政令指定都市等)

社員の労働環境向上、生活環境改善

自治体や国からの提案・働きかけ

移転に関わる行政のワンストップサービスの有無

その他

産業の集積

企業間交流によるビジネス機会創出(シェアオフィス、コワーキングスペースの有無等)

企業間交流の機会提供
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参考や目標にしている自治体

¸ IT 企業の誘致やインフラ整備の状況等で他自治体をベンチマークする場合がある。

Q12. 企業誘致に関し、参考や目標としている自治体を記載（n=20）1)

参考・目標にされてい
る自治体

参考・目標にされている理由

参考・目標の内容

補助制度
の充実度

IT企業の
誘致策

インフラの
整備状況

その他

茨城県稲敷郡阿見町 区画整備・インフラ整備等企業を迎え入れられる体制がしっかりしていると感じる ✔

宮崎県日南市
IT企業誘致の成功事例として有名な日南市の事例がそのまま本市に活用できるわけ
ではないが、担当者の熱意や、その後のフォローなどはどのような事例にも通じるため

✔

静岡県富士市 東海道線域で、大都市圏からの距離感の類似性や補助制度の充実などを参考にする ✔

福島県 付加価値の高い医療系研究施設の集積を行い地元産業の発展に努めている点 ✔

福島県郡山市
脱炭素社会に向け、水素エネルギーをはじめとした再生可能エネルギーで賄う付加価値
の高い工業団地造成に取り組むなど、先進的であるため

✔

茨城県 県独自の手厚い優遇制度を設けており、企業誘致に大きなインセンティブとなっている✔

徳島県美波町 平成29年度から取り組むサテライトオフィス企業誘致事業の参考モデル ✔

浜松市
輸送機器関連を中心に産業都市として栄えており、常に先を見据えた施策を実施して
いるイメージがあるため

✔

長野県千曲市
ワーケーションの取組として、地域資源である「城」、「寺」、「温泉」を活用したメニュー
を提供しており、新たに観光列車「ろくもん」を活用したメニューを展開している。地域資
源の面では似ている部分もあり、参考としたい

✔

長野県佐久市 新たな工業団地造成、企業誘致の補助金制度の充実を積極的に進めている。また、
駅周辺の整備も進めており、事業を進める手法を参考としたい

✔ ✔

広島県
「イノベーション・ハブ・ひろしまCamps 」のような産学官金の交流によるイノベーションが
創出される施設を有しているため

✔

宮城県富谷町
「トミプラ」と呼ばれる誘致拠点施設に見学に行き、誘致に向けた行政の取組がとても勉
強になった

✔

1)n 数は回答自治体数。近隣自治体を参考・目標にしている回答は分析から除く
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企業誘致における課題

¸ 自治体が抱える企業誘致の課題は、誘致する土地の不足や人手の不足等が挙げられ
ている。

29.8%

24.6%

29.2%

22.8%

64.3%

12.3%

6.4%

6.4%

29.8%

35.1%

1.8%

13.5%

7.0%

4.1%

誘致する土地がない

移転を検討している首都圏企業の情報(接点)がない

企業からの問い合わせ・相談が少ない

財政状況が厳しい

鉄道・高速道路等のインフラ整備が遅れている

他地域との差別化ができない

首都圏企業向けの営業・情報発信の場が不足

企業誘致の人手が足りていない

高速通信に係るインフラの整備が遅れている

0.0%

地元企業からの理解が得られにくい

災害時のインフラの整備が遅れている

誘致した企業の定着率が低い

誘致後の企業向け支援策を講じていない

その他

特にない

PRの不足

環境整備の
遅れ

自治体内
のリソースの不足

その他

Q13. 企業誘致における課題は何か（n=171、複数回答）
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国に求める支援策

¸ 国に求める支援策は、金銭的な支援のほかに、東京圏企業との接点機会の提供に対
するニーズも高い。

Q14. 企業誘致を促進するため、国に求める支援は何か
（n=171、複数回答）

税制・補助

その他

モデルケースの
共有

企業、関係機関
との交流機会

76.0%

60.2%

23.4%

25.1%

14.6%

46.8%

15.2%

7.0%

8.2%

補助金による支援

特になし

誘致企業と他企業との
交流機会の提供

税制優遇による支援

自治体の優良事例の共有

低利融資等による支援

他の自治体、地域金融機関、経産局等との
情報交換機会の設定

首都圏企業の移転ニーズと
地域の接点機会の提供

その他

45.0%

14.6%

1.8%

1.8%

18.1%

0.6%

3.5%

5.8%

0.0%

Q14. （左記について）国に最も求める支援は何か
（n=171、単一回答）
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他の自治体等との情報交換・連携ニーズ

¸ 規模が大きい自治体が、県外自治体等との情報交換・連携に関して比較的高いニーズ
を持っている。

Q15. 他の自治体等との情報交換・連携ニーズはあるか（n=171、複数回答）

市(n=93) 村（n=24 ）町(n=54 ）

29.0%

35.5%

23.7%

24.7%

3.2%

38.7%

13.0%

25.9%

24.1%

14.8%

1.9%

57.4%

4.2%

8.3%

12.5%

4.2%

75.0%

0.0%

20.5%

28.7%

22.2%

18.7%

2.3%

49.7%

県内市町村との情報交換等を希望

国(経産局等)との情報交換等を希望

その他

県庁との情報交換等を希望

県外市町村との情報交換等を希望

特になし

国

県

市町村

その他
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他の自治体等との情報交換・連携ニーズ

¸ 情報交換・連携ニーズは、誘致のベストプラクティスや東京圏企業の動向についての情
報交換ニーズが高い。

Q16. 他の自治体等との情報交換・連携ニーズの希望する内容 (n=32)1)

情報交換・連携ニーズ 情報交換・連携ニーズ例

誘致のベストプラクティス

東京圏企業の動向

°工業団地の活用手法等

°企業誘致成功事例。誘致手法・スケ
ジュール・活用した制度・企業

回答件数

18件

県内他自治体の動向

情報交換・連携先

国 県庁 県内 県外

情報
交換

県の誘致動向

誘致の共同実施

国の施策の活用方法

連携

✔ ✔ ✔ ✔

✔ ✔ °地方移転を検討している企業情報 11件

3件

2件

2件

1件

✔
°県の引き合い状況（問い合わせ件

数や業種、規模など）

°産業団地整備・分譲状況

✔ ✔

✔

°県内産業団地整備・分譲状況

°未来法の活用について（特に新たな
産業用地創出の手法について）

°県と共同で工業団地整備✔ ✔

1)n 数は回答自治体数、回答内容から情報交換・連携ニーズが読み取れない回答は分析から除く
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他自治体との連携事例

¸ 他自治体との情報交換に加えて、県庁等近隣自治体との共同PRなどを実施している
自治体が多い。

Q17. 企業誘致において、他自治体と連携している事（n=31)1)

連携内容 連携例

情報交換

企業への共同訪問

°造成中の産業団地について情報共有

回答件数

11件

外部セミナーへの
共同出展

情報交換・連携先

国 県庁 県内 県外

セミナーの共同開催

補助金の共同実施

県の広報誌による
PR

✔ ✔ ✔

°企業訪問等に同行 6件

3件

3件

2件

1件

PRの共同
実施

地域未来投資促進法の計画策定

工業団地の共同造成

共同研修の実施

✔

✔ ✔

2件

2件

1件

°企業誘致に係るセミナーの開催

°東京圏等で開催される物流展に出展✔ ✔

°県の広報を通じて情報発信を協力✔

✔

✔

°用地取得費への補助等を協調補助に
より実施

°北アルプス地域未来投資促進協議会
で基本計画策定

✔

✔ °スマートIC北地区工業団地について、
群馬県と協定締結し団地造成

°連絡会で企業立地に必要な法令勉強
会や特別企業訪問研修✔

✔

1)n 数は回答自治体数、回答内容から他自治体との連携事例が読み取れない回答は分析から除く



１．調査概要

２．企業へのアンケート結果

３．基礎自治体へのアンケート結果

（企業誘致）

４．基礎自治体へのアンケート結果

（移住促進）
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回答基礎自治体の分布

¸ 東京圏を除く管内※において、169 の基礎自治体が回答。

169

94
(55.6% )

53
(31.4% )

村
22

(13.0% )

町

市

母集団の自治他規模の分布 母集団の所在県の分布

41
(24.3% )

28
(16.6% )

15
(8.9% )

茨城

21
(12.4% )

24
(14.2% )

23
(13.6% )

17
(10.1% )

長野

群馬

静岡

新潟

栃木

山梨

169

※東京圏を除く管内とは、茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、長野県、山梨県、静岡県。
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自治体が実施している移住促進策

¸ 補助金や物件紹介の支援施策が多い一方で、都内企業や学生等、特定の層に絞った
施策を行うケースも見られた。

Q1.貴自治体において、移住促進に係る支援策は何か
（n=169、複数回答）

39.1%

15.4%

88.2%

78.7%

34.9%

6.5%

27.8%

18.3%

30.2%

13.6%

3.6%

空き家(物件)の紹介

地元コミュニティ参画支援

お試し移住制度

補助金・助成金

移住希望者に対する
地元企業への就業支援

東京圏企業等に在籍中の
移住人材と地元企業とのマッチング

地元在住の学生への地元企業のＰＲ

東京圏の学校に通う地元出身学生
への地元企業のＰＲ

テレワークやワーケーション
に適した環境整備

その他

支援策はない

体験

補助金・物件

その他

仕事

7.7%

1.2%

35.5%

24.9%

2.4%

0.6%

0.6%

1.2%

1.8%

8.3%

1.8%

Q1. （左記について）最も効果が高いと考える施策は何か
（n=169、単一回答）
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特に効果の大きい移住促進施策

¸ 特に有効な施策は、移住希望者の住居に対する補助金や空き家バンクと回答する自
治体が多い。

Q2.特に移住促進効果が高い施策について、詳細を記載（n=137）1)

補助金・
助成金

移住希望
者への補
助金

空家・物
件の紹介

Q1選択肢 施策名 施策内容 施策例

お試し移
住制度

空き家バンク

°自治体内企業に就職した移住者に
金銭的な支援

°東京圏に在住する企業が自治体内ハロー
ワーク掲載企業に就職した場合50万円支給

お試し移住制度

移住相談会

空き家改修補助金

就業支
援・マッチ
ング

地元ハローワークとの提携

創業支援

就業・就農体験

自治体内ツアー

住居補助金

定期代補助金

企業就職
補助金

°自治体内に住居を新築、住居を賃
貸契約する場合に金銭的な支援

°新幹線などを利用した通勤・通学に
金銭的な支援

°自治体内の空き屋を改修し移住者
が利用する場合に金銭的な支援

°自治体内の空き家に関する情報を
収集し移住希望者へ提供

°移住セミナーや相談会を実施して移
住に関する総合的な情報を提供

°短期（3日~ 数か月）で移住希望
者にし移住体験機会を提供

°自治体内の農家や企業で働く体験
を提供

°自治体内施設等を移住希望者に
紹介

°地元の就職先を移住希望者に紹介

°移住希望者の創業を総合的に支援

回答件数

°マイホーム購入で支給、子育て世帯、三世代
同居世帯で加算

°自治体内から東京圏へ新幹線を利用して通
勤、通学する世帯に最大1万円の補助

°空き家バンク登録物件を改修して移住する世
帯に最大50万円を支給

°空き家バンクのHPを作成し、自治体内の物
件の登録を呼びかけ

°当自治体出身の東京圏在学生を対象に自
治体企業及び自治体をPR

°移住検討者に自治体所有の物件を最大1か
月間貸付

°就農希望者に自治体内の農家での就農体
験機会、就農相談機会を提供

°移住希望者のニーズに合わせた自治体内見
学ツアーを開催

°地元の地域密着型転職支援会社と提携し
転職セミナーや個別相談会を実施

°創業支援セミナーの実施や創業希望者に自
治体所有施設を貸し出し

12件

29件

3件

4件

36件

7件

8件

5件

2件

3件

3件

地元企
業のPR

1)n 数は回答企業数、回答内容から施策が読み取れない回答は分析から除く
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特に効果の大きい移住促進施策①

¸ 移住成功事例としてはUIJターンやサテライトオフィス拠点、オンライン移住相談会を挙げ
る自治体が多い。

Q3.移住促進に関する好事例があれば記載（n=28、原文）1)

UIJターン

事例種類 好事例内容

°新型コロナウイルスの感染拡大を機にUIターン者が移住者専用住宅に移住

°自然の多い所で暮らしたいと思ったことをきっかけにUIJターン

°コロナウイルスの拡大により、テレワークでの勤務になったことでUIJターン

°新型コロナウイルス感染拡大を機に、一時的に実家である当市で暮らしていたところ、子供の持病が回復したことにより、Uターンを決意

°家族でUターンするとともに、前居住地で起業した事業所を当市へ移転し、事業を継続している

°東京圏で開催した市にゆかりのある方を対象とした交流会がUターンの一助となり、市に転入した方が、更に市の家賃補助制度を利用

サテライト
オフィス・
リモート
ワーク拠点

オンライン
移住相談

°リモートワーク実践者スタートアップ支援金

°町施設のコワーキングスペース、オフィスを利用しながら、町の補助金を活用して移住

°東京圏から移住し、市内で就労する方やテレワークの活用により市内で暮らす方を対象に、支援金を支給する制度を創設

°まちなかや古民家の空き家等を活用したテレワーク等の拠点を整備し、今後はサテライトオフィス、兼業・副業等につなげたい

°コロナ禍におけるオンライン移住相談会や動画による情報発信を実施

°新型コロナウィルスの感染拡大により人の移動が制限されるなか、オンラインでの移住相談を実施
2021 年１月25日時点で21組の移住相談に応じ、そのうち２組から移住したと報告いただく

°新型コロナのため2020 年4月から毎月1回5組限定で実施しているオンラインの移住相談会が好評

°コロナ禍でも個別相談ができるオンライン相談窓口を開設

°新型コロナウイルス感染拡大を機に、移住相談会のオンライン化に取り組んだ

1)n 数は回答自治体数
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特に有効と思われる移住促進施策②

¸ 自治体の強みと地方移住を組み合わせた支援策を実施する自治体も複数存在する。

地域おこし
協力隊

事例種類 好事例内容

°地域おこし協力隊に応募し、移住及び結婚

°移住定住相談センターを開設し、地域おこし協力隊が自分たちのスキルを活かし、地域住民と関わりながら事業を行っている

°地域おこし協力隊による起業や地元企業への就業

°地域おこし協力隊員として農業研修、研修終了ののちに新規就農

体験ツアー

その他

°町内を案内する移住案内ツアーに参加し、その後町内で土地を見つけ、2021 年１月末からゲストハウスを開業することになった夫婦

°東京圏での移住相談から市が主催する現地体験ツアーへの参加、その後、市内に移住して賃貸住宅に住み、家賃補助金を利用

°コロナ禍により移住希望者の潜在層が検討層へとステージアップし、元来の検討層においてもより具体的な移住スケジュールを前倒しする
など、移住意識の醸成が後押しされていると感じる案件が散見された

°市内の産業後継者育成と、移住希望者にとって課題となる仕事探し、という２つのニーズをマッチングさせたプロジェクトを実施

°移住検討のための視察やテレワーク及びワ―ケーションを目的としたテレワーク施設を利用する町外者に対し、レンタカーの借上料の一部
を補助

°村の新規就農者支援事業を活用し農家として就農

°市内の空き家を改修してカフェなどのお店を経営している移住者が数名

Q3.移住促進に関する好事例があれば記載（n=28、原文）1)

1)n 数は回答自治体数



43

移住促進施策のターゲット層

¸ 移住促進施策のターゲットは地域の企業や自治体に就職する人材。テレワーク等によっ
て東京圏に住みながら働く人材も希望は多いものの、重要度は劣後する。

Q4.貴自治体における移住促進施策に関し、どのような目的で移住する人物を重要視しているか（n=169、複数回答）

77.5%

47.3%

40.8%

29.6%

16.6%

13.6%

11.2%

移住を行わないが、
副業や兼業などによって

地域企業に貢献する人材

首都圏の企業に勤務しながら
地方に移住し、テレワーク等によって

働くと同時に、副業や兼業などに
よって地域企業に貢献する人材

企業の移転等に伴い転居する人材

地域の企業や自治体に
就職する人材(UIJ ターン含む)

首都圏の企業に勤務しながら
地方に移住し、テレワーク等によって

働く人材

その他

リタイヤ後の移住人材
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新型コロナウイルスの影響

¸ 新型コロナウイルスが移住の傾向にプラスの影響ありと回答した自治体は、全体の3割強
で、マイナスの影響ありと回答した自治体の倍となっている。

Q5.新型コロナウイルスの感染拡大を機に移住の傾向に変化は
あるか（n=169、単一回答）

3.6%

32.5%

32.5%

1.8%

14.8%

10.1%わからない

プラスの影響あり（相談件数が増加）

大きくプラスの影響あり（相談件数が大幅に増加）

大きくマイナスの影響あり（相談件数が大幅に減少）

特に影響なし

マイナスの影響あり（相談件数が減少）

Q6.（左記について）具体的な変化を記載（コメント抜粋）

【プラスの影響】

°東京圏の企業に勤務しながら地方に移住し、テレワーク等に
よって働く人材が増えた。また空き家情報バンクの閲覧数が飛
躍的に増加した

°30代から40代及び子育て世帯のＵＩターン者で東京圏等でテ
レワーク等で働いている方からの移住相談が多い

°若干ではあるが、空き家物件の問合せが増加した（これまでのリ
タイア層からの相談だけでなく、就労世代からの問合せが増加し
た）

°従前より相談があった移住希望者から「テレワークが浸透してき
て、東京にいる必要がないことが分かった」などの声が聞かれた

°市役所窓口での移住相談件数は減ったものの、電話、メールな
どによる移住相談件数は増加した

°感染拡大をきっかけに、東京圏を離れ地方に移住したいと考える
ようになった（移住先は限定せず）という動機の方が多く見受け
られる。

【マイナスの影響】

°東京圏での移住相談イベントの中止等により、移住相談件数
が減少した

°コロナ禍で相談者数が減少傾向にあり、市内見学に関しても相
談者の判断で自粛しているケースもあった

°移動制限により、技能実習生の転入が減った
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相談件数の推移

¸ 移住促進に係る相談件数は2020 年度に落ち込んでいるものの、企業誘致の相談件
数と比較すると下落幅は小さい。

Q7.2018-2020年度における移住促進に係る相談件数（n=169、単一回答）

13,830 件

15,498 件

10,988 件

2018 年度 2019 年度 2020 年度（12月まで）

2020年4月から12月まで
の実績値のペースを維持し
た場合、2020年度は
14,650件となる見込み
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自治体が考える移住希望者のニーズ

¸ 自治体が考える移住希望者が重視している要素は、仕事や自然環境、生活・居住環
境が多い。

Q8.移住希望者が移住先の決定において重視すると考える要素は何か（n=169、複数回答）

87.6%

76.9%

65.1%

64.5%

61.5%

58.0%

34.3%

33.1%

32.0%

18.3%

5.9%

4.1%

3.0%

交通アクセス、交通利便性

仕事(現在の仕事を継続できる環境であるか、移住先での就職先の存在等)

自然環境、生活・居住環境

既に移住している人物からの評判、口コミ

自然災害発生リスクの低さ(地震、津波、台風等)

移住に関する支援施策(補助金・助成金等)の充実

子育てなど移住後の生活に対する支援施策(補助金・助成金等)の充実

家賃、物件・土地などの安さ

家族や親族との同居、友人や地域コミュニティとの隣接性

魅力的な街づくり、地域振興に対する自治体の取組

人口、都市の規模(政令指定都市等)

税金の安さ

その他
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ベンチマークしている自治体

¸ 住宅整備、ユニークな施策などを行っている自治体をベンチマークしている自治体が多い。

Q9.移住促進に関し、参考や目標とする自治体あれば記載（n=17）1)

参考・目標にされて
いる自治体

参考・目標にされている理由

参考・目標の内容

移住
支援
施策の
充実度

ターゲッ
トを絞っ
た施策

情報
発信

その他

千葉県いすみ市 平成30年度に地域おこし協力隊の視察研修で千葉県のいすみ市へ視察したことがあり、移住支援策や地
域おこし協力隊の活動内容、コワーキングスペース等の内容を聞いたことがあるため

✔

長野県大町市 積極的でユニークな移住施策を行っており、地理的・行政的にもつながりが深い自治体であるため ✔

群馬県みなかみ町 時代の変化やニーズに応じ、様々な支援施策を行っているため ✔

高知県梼原町 補助金等を使い、町内の空き家をうまく活用している自治体 ✔

静岡県富士市 世間のニーズに合わせた助成金・補助金を素早く展開している ✔

静岡県富士宮市
ターゲットを絞った特色のあるセミナーの定期開催に加え、相談者の都合に合わせたZOOMでのオンライン個
別相談も実施

✔

千葉県流山市
ゆとりある住宅が整備できる環境や、首都近郊都市で緑豊かな都市環境の強みを生かし「都心から一
番近い森のまち」と、都市のイメージを設定し、共働きの子育て世代をメインターゲットとして、30歳代の若
いファミリー世帯の人口が増加している

✔

長野県伊那市 移住施策、PRが戦略的 ✔

新潟県燕市 市出身の若者のネットワーク化や情報発信の手法が時代に沿ったものであると感じるため ✔

兵庫県明石市 子育て支援で全国的にも有名な明石市での視察研修を実施
子育て支援関連予算を2倍に、職員数を3倍に増やし、「こども」へ予算や人材をシフトすることで、人口増、
税収増を図り、住民サービスの向上につなげる好循環を生み出している

✔ ✔

1)n 数は回答自治体数。近隣自治体を参考・目標にしている回答は分析から除く
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自治体における移住促進の課題

¸ 自治体が抱える移住促進の課題は、希望者へのPR面が中心となっている。

Q10.移住促進の課題は何か（n=169、複数回答）

34.0%

39.4%

23.4%

37.2%

22.3%

29.8%

18.1%

36.2%

21.3%

16.0%

6.4%

3.2%

25.5%

35.1%

4.3%

2.1%

8.5%

2.1%

問い合わせ・相談が少ない

災害時におけるエネルギー供給体制・
インフラの整備が遅れている

紹介できる企業(就職先)が少ない

紹介できる土地、物件が少ない

県や関係機関との情報共有が不足

他地域との差別化ができない

地元在住の学生への地元企業のＰＲができていない

学生以外の移住希望者へのPRができていない

東京圏の学校に通う地元出身学生への
地元企業のPRができていない

コミュニティ参画支援ができていない

地元企業とのマッチングができていない

地元企業の状況を把握できていない

鉄道・高速道路等のインフラ整備が遅れている

高速通信に係るインフラの整備が遅れている

財政状況が厳しい

人手が足りていない

移住者の定着率が低い

その他

特にない

0.0%

移住希望者へ
のPR

環境整備
の遅れ

自治体内
のリソースの不足

その他
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自治体における移住促進の課題の詳細①

¸ PR面での課題に関し、情報発信の場や方法について模索する自治体が多い。

PR

課題種類 移住促進に関わる課題・対策

°Uターン希望者をターゲットにPRや地元企業を紹介したいが、どこにプロモーションをすればよいのか分からない

°パンフレットやウェブサイトによる情報発信の強化や、空き家バンクへの物件の登録促進を図る

°ネームバリューが低く単独でのPRに限界があるため、合同の相談会などに極力参画

°移住定住交流サロンを設置し移住に関する取り組みを行っているが、新型コロナウイルスの影響でPR不足が否めない
現在はSNS等を通じて情報発信をメインにPRを行っている内容や発信の仕方などを精査し、より効果的な内容を検討
UIJターンに関して主に地域の学生に対し、サロンによる課外授業や市民向けイベントの開催、広報等活用した情報発信を行う。結果と
してUターンだけでなくI・Jターン者を受け入れるための体制を構築したい

°移住希望者や学生・企業等に向け、情報発信を行う。そのための手段として、情報発信や地元企業とのマッチングが可能な取り組みや
ツールが必要

°在学中の学生への支援を通じてアプローチ

°2020 年度に県外在住の地元出身者のコミュニティへの登録者数が増えたため、これを機に、Uターン促進支援策への足掛かりとしていく

°市の特徴と移住ニーズが合致する移住希望者（潜在的希望者）への周知方法を検討

°SNSを活用し、県外在住で市出身の若者のネットワーク化を図るとともに、地元企業とのマッチングができるような体制を構築していく

°移住検討者向けのワンストップ窓口の整備・情報発信力の強化

Q11.移住促進の課題の詳細を記載（n=35）1)

1)n 数は回答自治体数。回答内容から課題・施策が読み取れない回答は分析から除く
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自治体における移住促進の課題の詳細②

¸ 住環境・物件については、空き家バンクの登録件数を増やしたいという意向が多くあった。

住環境・
物件

課題種類 移住促進に関わる課題・対策

°空き家物件の所有者アンケートを実施したところ、登録できる保存状態でない物件も多かった
また、回答者のほとんどが「登録を希望しない」を選択しており、登録物件を増やすことに苦慮している

°移住希望者が希望される居住環境は、空き家（いわゆる古民家）であることがほとんど
メディアの影響からか、田舎にはすぐに住める古民家が数多存在すると思われがちであるが、実際には、大規模修繕が必要であったり、
所有者が都市部からの移住者への賃貸・売買に難色を示すことが多い
移住希望者と所有者への調整は紋切型ではトラブル起因に繋がるため、きめ細やかな伴走型支援を行っている

°定住希望者への居住物件を確保する（空き家バンク登録推進）

°都心からアクセスのよい市町村との差別化、新規空き家バンク登録物件の開拓

°空き家バンクへの登録を増加にあたり、不動産業者とも協働して実施していく

°移住希望者へ紹介できる物件や土地が少ない
現在、村内の既存集落内の空き家調査を行っており、空き家の現状を把握したのちに、所有者と連絡を取り、村の空き家バンク等への
活用を目指している

°市で運営している移住のポータルサイト内の「不動産情報」に空き家の登録を促すよう、今まで以上に不動産会社への呼びかけを行って
いきたい

°空き家バンクへの登録を増やすため広報誌等での住民への制度の内容の周知や、管理者への意向調査を実施

°空き家・空き地バンクの周知を徹底し、登録物件の増加を図る

Q11.移住促進の課題の詳細を記載（n=35）1)

1)n 数は回答自治体数。回答内容から課題・施策が読み取れない回答は分析から除く
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自治体における移住促進の課題の詳細③

¸ 就労面では求人数が少ないという課題も挙げられた他、自治体は固有の課題に対して
独自に施策を検討・実施。

就労

課題種類 移住促進に関わる課題・対策

°都市部在住者が求めているような仕事内容、賃金水準を提供できる会社は少ない
地方に魅力的な求人が少ないのであれば、仕事を変えずに移住が実現できるよう、リモートワークの推進に関して、企業に対して一層の
働きかけが必要

°各種機能の地方への分散の促進をはじめ、若い世代が地方で学び、働きやすい環境づくりに向けた、国主導による東京一極集中是正
の抜本的な対策が必要

°町内に働く場所が少ない

°東京圏と地域企業、兼業・副業、住宅等をマッチングする仕組みづくりが必要

°東京圏の企業で活躍する方へ紹介出来る職種が少ない

°地域再生推進法人と連携し、職業紹介所を整備しつつ、地元企業側のニーズも把握できるよう勧めている

Q11.移住促進の課題の詳細を記載（n=35）1)

1)n 数は回答自治体数。回答内容から課題・施策が読み取れない回答は分析から除く

その他

°町内には駅がなく、車がないと生活しにくい
タクシーやバスのドライバー不足や高齢化が進み、公共交通手段の確保が課題となっている

°財政的な課題がある中で、オンライン個別相談の実施と関係団体との連携を行っている
不動産情報を取り扱っている団体、及び金融機関とそれぞれ協定を締結し、物件の紹介や低金利な住宅ローン等のサービスを提供

°差別化が困難であり、結果として待遇の手厚い市町に流れてしまうケースも多い
市単体で移住施策を進めるよりも、市町で連携した方が市町の移住担当者も相談者もスムーズな相談が進めやすくなると考える
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自治体が考える移住希望者の課題

¸ 自治体が考える移住希望者の課題は、働き口を挙げている自治体が、全体の約半分
に及ぶ。

Q12.貴自治体で働きたいと考えている移住希望者にとって、何が課題か（n=169、複数回答）

49.7%

39.6%

33.7%

29.0%

25.4%

4.1%

やりがいのある仕事やポジションが見つからない

働き口がない

その他

転職や副業・兼業などをあっせんしてくれる仲介事業者や仕組みがない

自身のスキルを活かせる仕事がない

給与水準が低い
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他の自治体等との情報交換・連携ニーズ

¸ 企業誘致は県庁や国との情報交換・連携ニーズが高いが、移住促進は県内他自治体
との情報交換・連携ニーズが高い。

Q13.他の自治体との情報交換・連携ニーズはあるか（n=169、複数回答）

市(n=94) 村（n=22 ）町(n=53 ）

9.6%

31.9%

43.6%

21.3%

7.4%

26.6%

11.3%

34.0%

35.8%

22.6%

39.6%

0.0%

4.5%

18.2%

36.4%

22.7%

54.5%

0.0%

9.5%

30.8%

40.2%

21.9%

4.1%

34.3%

国(経産局等)との情報交換等を希望

県外市町村との情報交換等を希望

県庁との情報交換等を希望

県内市町村との情報交換等を希望

特になし

その他

国

県

市町村

その他
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他の自治体等との情報交換・連携ニーズの内容

¸ 情報交換・連携のニーズは、移住促進策の内容のベストプラクティスや移住希望者の情
報共有が多い。

Q14. 他の自治体との情報交換・連携ニーズがある場合、どのような内容を希望するか（n=54）1)

情報交換・連携ニーズ 情報交換・連携ニーズ例

施策促進施策
の内容

回答件数

17件

情報交換・連携先

国 県庁 県内 県外

情報交
換

連携

✔ ✔ ✔

✔ ✔ 15件

6件

4件

2件

9件

✔

✔

°実施している移住施策の種類とその
効果・実績について

✔ ✔

移住促進全般

移住希望者の
動向把握方法

PR方法

移住促進部署
の体制

就職先の紹介
方法

移住希望者の情報共有

イベントの共同開催

ベストプ
ラクティ
スの共
有

2件

7件

°移住施策への考え方についての情報
交換を希望

°移住希望者のニーズ把握や施策で
工夫しているところ

✔

✔ ✔

✔ ✔ ✔ °都市部への有効な情報発信手法

°限られた人員と予算で、どのような移
住促進の体制を構築しているか

✔
°地元企業とどのような連携をしている

か

✔✔ °類似する地域特性で、移住を検討し
ている方の情報共有

°移住セミナー等の企画

1)n 数は回答自治体数。回答内容から情報交換・連携ニーズが読み取れない回答は分析から除く
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自治体の外部人材の活用施策

¸ 自治体の外部人材の活用に関する取組例は少ないものの、今後拡大が予想される。

°プロフェッショナル人材戦略拠点との連携

°今後、「地域おこし企業人」の取り組みを進める予定

°外部人材を登用して様々な新しい観光戦略を打ち出している

°本市にゆかりのあるクリエイティブ人材の情報を集積し、かつ公開する人材登録制度を創設し、地元企業とマッチングする

°空き家等を活用した二地域居住促進事業で、今後、兼業・副業等の受け入れ企業を紹介していく予定

Q15. 貴自治体において地元企業における外部人材（兼業・副業）の活用に関する取り組みがあれば記載（n=6、原文）1)

1)n 数は回答自治体数
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国に求める支援策

¸ 国に求める施策としては、定着支援や流出防止に係る支援策に比べて、移住促進に係
る支援策へのニーズが顕著に高い。

Q16.貴自治体が国から重点的に支援を希望する支援策は何か（n=169、複数回答）

53.8%

14.2%

19.5%

1.2%

11.2%

特にない

空白など

移住促進に係る支援策

流出防止に係る支援策

定着支援に係る支援策


